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を目的としたイギリスの1998年人権法〔Human Rights Act 1998〕は，「そうすることが可能な
〔possible〕限り，第一次立法および従位立法は，条約上の権利と適合するように解釈され，効力












法〔Human Rights Act 1998，以下「人権法」と記す〕が制定された3)。
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tal eŠect〕」は，◯「直接的な制定法上の水平性〔direct statutory horizontality〕」，◯「公的責
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まず，本稿の考察対象である人権法 3 条 1 項は，「そうすることが可能な〔possible〕限り，第
一次立法および従位立法〔subordinate legislation〕は，条約上の権利と適合するように解釈され，





次に，人権法 4 条 1 項および 2 項は，「第一次立法の規定が条約上の権利と適合するかどうかを
裁判所が決するあらゆる訴訟手続において」，「裁判所が当該規定は条約上の権利と不適合であると










〔Minister of the Crown〕は「命令〔order〕によって，不適合性を除去するために必要であると思
料する立法の改正をすることができる」（第10条 1 項および 2 項）。
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注目されるのは，R v A 判決（貴族院)61)における，Lord Steyn による「よりラディカルなアプロー
チ」と Lord Hope による「より慎重なアプローチ」である62)。
R v A 判決の事案において問題となったのは，「強姦被害者保護〔rape-shield〕」条項として知ら








州人権条約 6 条の権利（公正な裁判を受ける権利）との適合性の判断手法について Lord Steyn と
Lord Hope の間で意見が分かれている。
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読み込む〔read in〕ことは可能でないように思われる」と判断される69)。






















この境界線は越えられ得る。〔R v A 判決における〕Lord Steyn の意見……は，文言上の条約
上の権利に対する明白な制限が条約と適合しない解釈が生じ得る唯一の状況である，というこ
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れるときには利用され得ない」と判示し75)，上記の「条約適合的解釈」の限界に関する Lord
Hope との対立は解消された。両者の対立の解消後，「条約適合的解釈」の限界に関する議論にお










次に，人権法 3 条の「条約適合的解釈」の意義および限界に関する初期の判例である，R v A 判










的解釈」は不可能である，と結論づけられた。この対立は，Lord Steyn が Anderson 判決におい
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1977年家賃法〔Rent Act 1977〕附則 1 の第 2 条に基づいて法定賃借権の承継を主張したというも
のである。当該規定は「配偶者〔spouse〕」に法定賃借権の承継を認めるものであり，1988年に追
加された第 2 項では「本条の適用上，原賃借人とともに彼ないし彼女の妻または夫〔wife or hus-
band〕として生活していた者は，原賃借人の配偶者として取り扱われる」と規定されていた。貴
族院は，4 対 1 で欧州人権条約 8 条（私生活および家族生活が尊重される権利）および14条（差別
の禁止）の権利と適合するように1977年家賃法の当該規定を解釈し，元の法定賃借権保有者と同
性愛関係にあった者を「配偶者」に含むものとした77)。
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また，「議会は，〔人権法〕第 3 条 1 項の下での裁判所による解釈に反対するとき，立法を改正し
て明白に不適合性を復活させることで自由に解釈を覆すことができる」とし84)，人権法 3 条の積
極的な活用を殊更に問題視する必要はないことを示唆している。結論として，人権法 3 条を適用
して「当該制定法における『彼ないし彼女の妻または夫として』を『あたかも〔as if they were〕
彼の妻または夫として』という意味に解釈した（強調原文）」控訴院の条約適合的解釈を支持する，
と判示した85)。
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〈「公的機関」としての裁判所（人権法 6 条 1 項および 3 項 a）〉と人権法における「水平的効力」
が問題とされるケース（＝｢信頼違反の関係するケース」）と異なり，「制定法（私法）の条約適合
性」が問題とされるケース（＝Mendoza 判決）においては，〈人権法の名宛人は，私人ではなく
「公的機関」である〉という私

人

間

無

適

用

の立場が揺るがされるおそれがないことである。すなわ
ち，前者では，人権法上の新しい私的な訴訟原因が認められることによって〈私人の行為が人権法
における「条約上の権利」に反し得る＝人権法の名宛人は私人である〉ことが肯定される可能性が
あり，判例・学説においては，その可能性を排除する見解である，〈人権法に基づく新しい私的な
訴訟原因は創設されないが，裁

判

所

は私的当事者の「条約上の権利」と適合する方法であらゆる私
法を解釈する義

務

に服する〉という「（強い）間接的水平的効力説」が支持されている107)。後者で
は，「（制定法上の）水

平

的

効

力

」が生じ得るとしても，直接的に制定法（私法）の条約適合性が争
われている限りにおいて，〈人権法の名宛人は，私人ではなく「公的機関」である〉という私人間
無適用の立場が揺るがされることはない。そこで重要であるのは，「議会」と「裁判所」の関係や
司法の役割等の議論である。このように考えれば，人権法における「水平的効力」の問題の核心は，
〈人権法の名宛人は，私人ではなく「公的機関」である〉という私

人

間

無

適

用

の立場を堅持するか
（＝｢私人間無適用・水平的効力」）否か（＝｢私人間適用・水平的効力」）である，と推察される。
逆にいえば，人権法 3 条の「条約適合的解釈」の対象から私

法

が除かれていない限りにおいて，
そもそも「私人間無適用・無効力」の立場は採用され得ないものと考えられる。
Mendoza 判決と同様に，我が国においても，「私法の合憲性」が問題とされるケースにおいて
「私人間効力」論は語られてこなかった。その点において，私法の合憲性判断によって生じ得る
「制定法上の私人間効力」はそ

れ

自

体

と

し

て

問題とされるものではなく，我が国の「私人間効力」
論の核心部分もまた，〈憲法の名宛人は，私人ではなく「国家」である〉という私人間無適用の立
場を堅持するか（＝｢私人間無適用・水平的効力」）否か（＝｢私人間適用・水平的効力」）である，
と考えられるのではなかろうか。
